










































































































































































































各省 耕作面積（畝＝6.667アール） 各省 収穫量（石＝100リットル）
山東 3025877 山東 14560532
湖北 1896360 安徽 13954665
江蘇 1691316 広西  6522767
河南 1507631 湖北  3660745
河北 1267241 江蘇  3611663
出典：「落花生実及落花生油」『青島実業協会月報』32号６頁。
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２　落花生の山東省内の流通（最後ページの地図１）
　経済作物と搾油の原材料として山東省内に大量に栽培された落花生はその大
部分が青島、煙台（芝罘）、威海の各港を経由し、極少部分が天津上海方面を
経由する。以下より、山東省の落花生の青島への集散状況について述べていき
たい。
　青島へ運搬する落花生は主に陸路と海路の２種類に分けられる。まず、陸路
ついては奥地の済南に集散したものと膠済鉄道沿線産のものが、膠済鉄道と自
動車によって青島へ輸送された。
　済南に出回る落花生は、南の騰県より北の黄河に至る津浦沿線より発送され
るものがもっとも多い。次に黄河の水運上流の河北省の東明、長垣等及び大明
産の落花生を始め、山東省に入って濮県、東昌、東阿等の産品を集め、更に
下って済陽、済東の各地より集めるものである。また、小清河の水運は、済東
県の一部及び章丘県附近の産品を集め、済南に入るもの及び馬車、驢車等によ
る済南近傍産等がある。さらに詳しい産地は南方産、河北産、斉東産、禹城
産、平原産、黄河涯産、臨濮産、南河北産を含む。運搬様式は津浦沿線より搬
入されるもの、黄河水運によるもの、小清河水運によるものであり、済南附近
より陸路搬入されるもの、その搬入用具は小車、騾馬及び馬車などである。
　膠済沿線より、青島に出回るものについてその主要地は、青州以東及び博山
である。それ以外に黄旗堡及び岞山産と高密産と膠州藍村産などを含める。以
上のように沿線各地より青島向け自動車で輸送された。
　海路の民船46）により青島に出回るもの石島産、乳山産、金口産、王台産、西
南口産、青口家産、海州産である47）。
　鉄道及び海路外陸路により、青島に出回るものとして、青島附近の産は、陸
路小車、馬車等により青島に出回るものあるで、本地産と莱陽産との２種であ
る。本地産は青島郊外より李村、即墨附近の産である。莱陽産は年額二万袋と
推算され粒形稍が小さいが、粒揃いが良好で、40粒原料として用いる48）。
第三節　日系企業の進出
　落花生と落花生油の輸出は、1908年ドイツ商人がヨーロッパへの輸出を開
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拓したことを嚆矢とする。山東省における外国貿易港は、青島、煙台、龍口の
三港であるが、青島港に関しては山東の落花生及び落花生油は、土産品の中で
白眉であり、1920年前後既に国際的商品となり、その大部分は青島より輸出
され、同港輸出貿易品の第一位を占める盛況を呈した。
　1915年から日本が青島を第一次占領して、1917年より日系資本は大勢で青
島に押しかけて、多くの製油・再精油工場を設置した。日本資本が到来する前
に、山東省の落花生と大豆の栽培地方には一村に１、２油房があり、搾油を専
業とする業者は少ない。大汶口泰安、済南等の大集散地及び山東鉄道沿線坊
子、藍村付近並び青島等には、専門的製油業者があった。1922年の調査によ
ると、膠済鉄道沿線滄口における、ある油房の設備は、粉砕、蒸熱及び圧搾の
三要部より成る。粉砕機は殆ど「エッヂランナー」のようなものであり、その
回転には驢馬を使用する。蒸熱装置は単に大釜に湯を沸騰させ、その上に高粱
稈にて編む簀を載せたもので、圧搾器は立木と構造略同様である49）。
　また、落花生油の製油時期は、新米出回り期の10月下旬より翌年４月頃ま
でであり、６、７月の梅雨期に入るときは生米の貯蔵が頗る困難となり、往々
にして発芽し、酸の含有量が増量するため、自然と前記期間に搾油するのが最
も適宜である50）。中国の農家は、搾油を農家の副業として営み、４月以降から
は農繁時期となるため、11月から翌年５月までを搾油時期とする。日系工場
の到来により、搾油を農家の副業とせず、機械生産方式を導入して搾油を一事
業として本格的に展開させた。
　設備が遅れ、生産工程が粗末である中国土着の油房に比べると、日系工場は
設備と生産工程が一段と躍進ぶりを示した。世界的に有名な大手商社の三井、
三菱以外に、中国東北の営口に事業を立ち上げた三宅駿二氏は東和油房を設立
した。東和油房は1917年４月起工し、同年11月竣工、12月に作業を開始した。
工場の敷地が6900坪建坪、付属家屋240坪で、工場の内部は原料石選室、粉砕
室、電気室、気缶室、蓄圧室、タンク室、精選室、粉粕室、選実室、乾燥室に
分けられた。事業としては、落花生油及び一般植物油の再選、落花生実選別な
どで、落花生油の搾取生産は一昼夜消費原料25トン余り、精選油13トン余り
（400箱）、板粕20トン余りである。その他、再選は、土法搾取による落花生油、
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豆油等の輸出向け品は一日生産能力400箱で、一か月12000箱である。同油房
が要する無殻落花生実は、年１万トンであり、販路は大連、上海、日本、北米
などで、1918年の油粕輸出が１万５千担に上がった51）。
　中国東北から事業を拡大する東和油房と異なり、本店を東京に置いた東洋製
油株式会社は青島に工場を造った。東洋製油株式会社青島工場は東京の渡辺治
右衛門一家の出資により1917年資本金80万円で設立された。青島工場は1917
年６月５日、10720坪の貸下げ地を得た。青島工場は同年一部の工場倉庫建築
と機械一部の据え付けに止め、1919年春以来工場倉庫などを増築した。1919
年10月現在、建物は搾油工場が１つ（260坪）、倉庫が３つ（500坪）、事務所、
宿舎、試験室、精油室など500坪余りがあり、計1200坪余りである52）。
　以上敷地面積と投資額などが比較的大きい二工場のほかに、日本の中小企業
も青島に進出した。例えば、鈴木油房がある。鈴木油房の工場敷地は5000坪
であり、敷地内に事務所、宿舎、機関室、タンク室、倉庫などを含めた。倉庫
には数万箱を収容し得る。溶解室の油はタンクに入れ、喞筒（ポンプ）により
階上の25トン大の釣りタンクに移転させ濾過し、階下の50トン大タンクに入
れ再濾過されて容器に移される53）。
　落花生と落花生油がもたらす高額の収益を目当てにした日本商社或いは商人
たちは、1917年から1922年の間、青島に設置した落花生精製・搾油工場が13 
軒存在した（詳細は表２の青島における日系資本の製油工場を参照）。
　日系企業が到来する前に、中国系の規模極小である工場は多数存在していた
にもかかわらず、その搾油製品は不純物の含油量多く品質劣等のため、輸出す
る要素を具備していない。したがって、多くの日系工場は、中国系の搾油製品
を購入して、再度精製する54）。日系工場の精製工程について述べたい。
　精製工程の第一歩としては、品質の統一である。中国人から買い付けた油滓
を濾過し、大タンクに入れ替え、品質と色を統一させる。第二に、水分を除去
する。色が統一された油を螺旋型のスチームパイプを装備したタンクに再度に
入れ替え、華氏80～100度に加熱して、含有水分を除去する。第三に、滓を引
く。加熱した油を稍冷却させ、タンク第二槽に移し油の不純分が沈殿するまで
放置させる。さらに、第三槽に移動させ、滓を沈下・除去する。ここまでの工
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程によって、水分と滓が粗油の１％～２％になる55）。
　粗油の精製のみならず、日系工場は落花生油の輸出のため、自社工場で油を
生産する。以下、東和油房を例として搾油工程を述べたい。
　1920年前後に、中国系工場の搾油方法は、主に楔式と螺旋式の２種に分け
られる。螺旋式は青島に最も普及している方法で、楔式に比し人力場所を節約
し大量生産に適する56）。中国系に対して、日系の東和油坊の搾油法は水圧式
で、87馬力の電動力を使用し、漸次圧力を加え油分の搾出を計るもので、当
時の設備で一日、７万斤（斤、600グラム）の落花生実を消化し得る。東和油
坊の搾油工程概略は以下のように述べよう。
　第一、落花生の実であるピーナッツを精選する工程であり、ピーナッツを鉄
網の上に載せ塵を除去する。塵を除去したピーナッツは更に女性労働者の手に
より精選され、搾油原料として粉砕場に搬入する。第二、粉砕である。粉砕機
によって適度の粉状に粉砕する。当時同工場に装置されたローラーは一日生実
６万斤の粉砕力を持つ。第三に蒸す。粉砕されたピーナッツの粉を20ポンド
～25ポンドの圧力を有するスチームに２、３分間通す。第四、搾油である。蒸
釜より取り出したピーナッツ粉を直ちに袋に分割し、１機15袋宛を方形に積み
重ねる。圧搾機は1920年当時16座があって、3600ポンドの圧力を備え、１寸平
方に対し１トン半の圧力を有する水圧装置により搾油する。1920年当時の装
置に於いて１日28000斤（油）の搾油能力を持つ。
　搾油成績は全含油量の90％まで搾出しえる。生ピーナッツ100斤に対し39～
42斤の粗油を得、搾粕58％を出し約２％の減量が普通である57）。つまり、東
和油房の搾油率は最高で42％に達して、搾粕率が58％となった。中国系の工
場は搾油率が36％内外で、搾粕歩留は60％余りである58）。東和油房は生産能
力をあげるとともに、精製油と搾油の両方においても、生産率の向上をも図っ
たといえよう。
　13軒の工場を青島においた日系商社と商人たちは、工場の労働力を現地か
ら採用する必要があった。山東省は人口が多く、田舎から出稼ぎの山東苦力た
るものが大勢いた。山東の人は「身體強大ニシテ而モ性勤勉ニシテ且ツ忍耐力
強キモ一面神経遅鈍ニシテ行動敏捷ナラサルヲ以テ一般二臂力ヲ要スル単調ナ
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ル作業能率ハ本邦人ニ比シテ優ルトモ劣ル處ナク複雑ナル作業又ハ思慮ヲ要ス
ル工業ニ至リテハ其ノ労働能率本邦人ノ下ニ在リト雖モ労銀遥ニ低廉ナルヲ以
テ此点ニ於テ利スル所亦大ナリ」59）といったメリットがあるので、日系搾油工
場にも多くの山東人を雇用していた。ここで、同じく東和油房を例として、搾
油工場の中国人労働力の就労状況を述べよう。
　東和油房で働く職工について最繁期の11月以降で、一日約６万斤のピーナッ
ツを消化する時期に於いて、使用される中国職工は、昼間60人余り夜間60人
余り合計120～130人いた。作業種類はピーナッツの精選（主として女子を使
役し受取とする）粉砕、蒸し、袋詰め、搾油、粕放し、滓引き整理、罐詰雑役
など頗る多岐にわたるが、全部機械作業で要部に日本人を配し、日本人は極少
数の配員で足りた。
　その作業時間は、昼勤午前６時より午後６時までで、夜勤６時より午前６時
までの昼夜交代勤務である。その間各２時間の食事休憩を与えられる。１人１
日約10時間の作業に従事する。休日は毎月第３日曜日及び中国正月と節句な
どの中国祭日である。
　職工はすべて宿舎に収容され、日給は１日銀30銭～50銭で、毎月、日を定
めて支給される。職工の年齢は18～38歳までが普通で、それ以外に雑役とし
て13、４歳くらいの少年が使役され、彼らに日給銀20銭が支給される。女工は
主としてピーナッツの精選ならびに袋閉じに使役され、全部昼勤で、各自の家
庭より通勤する。選実は請取制度に仕事の容積に対し給料を支給する。袋閉じ
の職工は日給銀20～30銭であり、従事する女工の年齢に占める割合の多くは
18～30歳までである60）。
おわりに
　落花生搾油業がもともと中国農家の副業から機械生産への変遷をもたらした
のは、日本第一次統治時代である。これは青島の機械生産による落花生搾油業
の嚆矢である。
　落花生製品の輸出の需要と青島市への日系落花生油工場の集中により、落花
生は鉄道、水路、陸路などの交通手段で青島に大量に運搬され、日系工場の機
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械で落花生油が精製・生産された。日系工場は、中国系資本と比較にならない
高額の投資により、大面積の工場敷地を有し、先進的な搾油機械を導入したた
め、搾油率と搾粕率が中国系工場を超えた。
　一方、日系工場がより安価な労働力を山東省当地から吸収したと同時に、一
定の日本人作業員も青島に流入した。しかし、多くの中国の職工は少数の日本
人作業員の支配下に置かれ、体力的な作業をさせられた。
　本研究は落花生原材料の調達から工場の生産までの過程について、大まかに
調査したが、落花生の各種製品について、その品質管理と販売と輸出は各工場
により一定の違いを呈していた。それは今後の課題となる。
関連年表
1898年３月27日 中国とドイツが「膠州湾租借条約」締結
　　　４月 青島ドイツ総督府設立
1899年６月14日 山東鉄道株式会社設立
1900年６月１日 青島港務局設立
1912年１月 中華民国建国宣言
1914年８月１日 第一次世界大戦
　　　８月23日 日本がドイツに宣戦
　　　11月７日 青島駐在のドイツ軍降伏、日本は青島を占領
1917年１月 青島日本軍守備軍民政部設立
　　　11月 東和油房開業
　　　12月 三菱油房開業
1918年１月 三井油房開業
1919年１月18日 パリ講和会議で日本が旧ドイツ山東省権益を継承す
ることを承認
　　　７月 東洋製油株式会社青島工場開業
1922年５月 青島駐在日本軍撤退開始
　　　12月10日 青島中国返還式典（中華民国北洋政府）
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